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はじめに 
 
 本レポートは、オーストラリア（以下「豪州」）における航空機を活用した僻地サー

ビスについて紹介する。 
 豪州は、国土面積7,692,030Ｋ㎡、日本の約20倍の面積を持つが人口は約2,000万人、

人口密度は約 2.6 人/Ｋ㎡と広大な国土に対して人口が少ない。 
 さらに、人口は海岸部周辺に集中しており、内陸部には人口希薄な町や集落が散在す

る。 
 このような状況のなかで行政サービス、特に救急･消防業務、緊急医療サービスを効

率的に実施するにあたっては、航空機の活用が必要不可欠なものとなっている。 
 豪州では、1928 年から既に航空機を活用した緊急医療サービスが実施されており、そ

の先進性に興味深いものがある。 
 一方日本においてこの分野での航空機の活用は、平成 10 年 3 月に法制化され、平成

15年 4月 1日現在、全国で 68機のヘリコプターが消防･防災用として整備されており、

平成 14 年度にはヘリコプターによる出場件数が 2,000 件を超えるなど年々活動が活発

化している。 
 さらに、平成 15 年 6 月、消防組織法等が改正され、都道府県航空隊が航空機を用い

て管内市町村の消防を支援できることが法制上明確になったことから、今後ますます消

防分野での航空機の活用が促進されることが期待され、諸外国の例に見られるように、

航空機を活用して病院収容までの時間を飛躍的に短縮し、救命率を高める救急業務の実

現等より質の高いサービスが求められている。 
 このようなことから、本レポートでは豪州における航空機を活用した僻地サービスと

して、航空救急制度、ロイヤル・フライング・ドクター・サービス、航空消防に焦点を

絞り紹介することする。 
 今回の調査にあたっては、豪州連邦政府民間航空安全庁、ニュー･サウス･ウエールズ

州政府保健省、同緊急サービス省、オレンジ市、ロイヤル･フライング･ドクター･サー

ビス、東京消防庁、川崎市消防局、相模原市消防本部、日赤豊科病院ほか多くの方々よ

り、貴重な情報及び資料をいただいた。ここで、厚く御礼を申し上げたい。 
 
 

（財）自治体国際化協会 シドニー事務所長 
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概 要 
 
第１章 ニュー・サウス・ウエールズ州の航空救急制度 
  ニュー・サウス･ウエールズ州（ＮＳＷ州）における救急業務は 1881 年から開始し、

現在、州保健省が実施している。 
日本の面積の２倍強である 800,640ｋ㎡という広大な州域を持つ同州では、1967 年か

ら固定翼航空機を活用した救急業務を実施し、さらに 1983 年からはヘリコプターも活

用している。 
州内陸部では十分な医療施設も整っておらず、航空機を活用した救急業務は欠かせな

いものである。 
 

   
第２章 ロイヤル･フライング･ドクター･サービス 
 オーストラリアにおける僻地航空医療サービスは、ロイヤル・フライング・ドクター・

サービス（RFDS）と呼ばれ非営利法人が行っている。 
日本の約 20 倍におよぶ広大な国土において、地方都市や大陸内陸部、島嶼地域など

医療施設の充実していない僻地で、航空機を活用した緊急医療、巡回診療などを無料で

行う。 
RFDS は、連邦政府、各州政府からの業務委託金や補助金、民間企業や個人からの寄

付金を活動原資とし、営利を目的とはしていない。 
この制度は、1900 年代初頭に牧師であるジョン・フリンが、当時のオーストラリア大

陸内陸部の僻地での医療制度を改善するために発案し創設された。 
現在でもその崇高な活動に対してオーストラリア国民から高い支持を受けている。 
 

 

第３章 ニュー･サウス･ウエールズ州の消防業務での航空機の活用 

  オーストラリアでの消防業務は州政府の権限として属し、ＮＳＷ州では州緊急事態省

の管轄である。 

特に地方部では、ＮＳＷ州地方消防隊がその任にあたり、都市部を除く州全域の消防

業務を担当している。 

このＮＳＷ州地方消防隊では、夏季に広大な面積を持つ森林や草地で発生する火災に

対応するために航空機を活用している。 

  日本では、都道府県、政令指定都市などがヘリコプターを所有して運用している例が

多いが、ＮＳＷ州ではすべて委託契約により民間会社のヘリコプター、固定翼飛行機を

使用している。 
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第1章 ニュー・サウス・ウエールズ州の航空救急制度 

 

 第1節 救急業務の歴史 

 

  ニュー・サウル・ウエールズ州（ＮＳＷ州）で行われた最初の救急業務は、1881 年、

州衛生局が感染症患者を隔離病棟に搬送したこととされる。 

その後、1894年には、レッドファーン自転車クラブが自転車による救急車業務を行う

ために結成された。 

  1895年、シドニーの警察署の一部を利用して、救急車での患者搬送と医療行為が始め

られたのが、現在見られるような形での救急業務の始まりといわれている。以降、救急

業務は、民間団体の活動として行われていたが、1921年にＮＳＷ州の業務となった。 

  航空機を活用した救急業務は 1967 年に始まり、1983 年からヘリコプターが活用され

始めた。 

  今日、ＮＳＷ州の救急サービスは、州全体に228箇所、約3,000人の職員で対応して

おり、航空救急機（固定翼）４機を含め1,100台を超える救急車を配備している。 

 

 

第２節  航空救急業務の法的根拠 

 

  連邦国家である豪州では、連邦の権限として特定されている国防、外交、通商、移民、

通貨、為替、郵便等以外の権限は、州に留保している。 

州の主な権限としては、警察、消防、教育、公立病院、環境保全等があり、これらの

業務については、その組織、権限及び事務も州法令で規定している。 

ＮＳＷ州の航空救急業務は、救急サービス法1に諸規定があり、同法で救急サービスの

機能を規定している。 

なお、航空救急機の運用は、ＮＳＷ州救急サービスに係る報告書2による勧告に基づい

ており、次の基準のいずれかに該当することを条件としている。 

① 担架による搬送が必要である 

② 搬送時に積極的な看護、又は容体の観察が必要である 

③ 患者の状態が重篤な状況であるか、公共交通機関での移動に適していない 

 

 

                         
1 Ambulance Service Act 1990 No16 
2 Gleeson Report, September 1983 
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第３節 航空救急サービス 

 

ＮＳＷ州における航空救急サービスは、州保健省が直接実施している固定翼機による

航空救急機3のほか、非営利法人に外部委託しているヘリコプターを使用した二次的な緊

急搬送や病院間搬送に分けることができる。 

  ヘリコプターを使用した搬送サービスは、飛行距離が200kmまたは、飛行時間が1時

間程度の場合に使用し、リズモア、ニューキャッスル、タムワース、オレンジ、ウーロ

ンゴンなどＮＳＷ州内９箇所に基地を設けている。 

 

 

         シドニー･キングスフォード･スミス空港内の基地 

 

 

        オレンジ市に設置されているヘリコプター基地、日本の日本自動車連盟 

（JAF）に相当するNRMAに運営を委託している。 

 

1 救急業務の実施状況 

                         
3 シドニー・キングスフォード・スミス国際空港内に基地を設けている。 
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2001/2002年度4のＮＳＷ州の救急出場件数及び救急搬送人員は、それぞれ675,464件、

572,485人で、前年に比して8％増加している。 

この内、航空機（固定翼及ヘリコプター）を活用した救急出場件数は4,981件（固定

翼2,097件、ヘリコプター2,884件）、救急搬送人員は6,710人（固定翼4,490人、ヘリ

コプター2,220 人）で、全体の救急出場件数及び救急搬送人員に占める割合は、それぞ

れ0.74％、1.17％である。 

平成 14 年度、日本での救急出場件数及び救急搬送人員は、それぞれ 4,554,459 件、

4,328,452人で、航空機（ヘリコプター）による出場件数は2,068件、搬送人員は1,982

人であり、全体の救急出場件数及び救急搬送人員に占める割合は、それぞれ0.05％であ

る5。 

 
オレンジ市の基地に配備されているヘリコプター（アグスタ･ウエストランド社製・コアラ） 

 

 

２ 患者の状態による搭乗優先順位 

航空救急機の利用は、患者の状態、病歴等を総合的に判断するとともに、適切な理由

に基づき優先順位を決定している。 

① 優先順位第１位 

・  重篤な状態であるため緊急搬送が必要である場合 

・  多発性外傷、クモ膜下出血、早産、未熟児、急性腹症、急性心臓疾患など病院

の要請により当該病院での対応が困難となり転院が必要となった場合 

これらの場合は、通報から30分以内での到着を目指している。 

② 優先順位第２位 

・  急性心筋梗塞、不安定狭心症、早期破水などにより６～12 時間以内に病院へ

                         
4 豪州では、ある年の７月１日から次の年の６月30日までを一つの年度として扱う。 
5 参考：平成14年度中 救急・救助の概要（総務省消防庁救急救助課） 
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の搬送が必要な患者 

③ 優先順位第３位 

緊急性が低く、次の定期便の運行まで待つことのできる患者。 

定期便は、次のとおり運行している。 

・ ＮＳＷ州北部及び北西部方面地域－火・木・土曜日 

・ ＮＳＷ州南部及び南西部方面地域－月・水・金曜日 

 

 このように、緊急時の対応のほか 

・  病院間の搬送 

・  病院から患者の自宅、介護施設への搬送 

・  私邸間の搬送 

 に利用することができ、このような状況下では、航空救急機に搭乗している航空看護

師の判断により患者の家族が同伴して航空救急機に搭乗することもできる。 

 

３ 航空救急機による搬送 

  航空救急機を使用した出場件数2,097件、搬送人員4,490人の内訳をみると、優先順

位第１位の出場件数及び搬送人員は、それぞれ762件、743人。優先順位第２位では939

件、1,513人。優先順位第３位では、396件、2,234人である。 

  

４ 患者分類 

2001/2002年度の航空救急機が搬送した患者分類は、次のとおりである。 

  内科患者（35％）、新生児患者（8％）、産科患者（7％）、呼吸器科患者（5％）、外科

患者（12％）、外傷患者（11％）、心臓病患者（22％）である。 

 

患者分類（2001/2002年度） 

呼吸器科
患者
5%

外科患者
12%

内科患者
35%

産科患者
7%

外傷患者
11%

新生児
患者
8%

心臓病
患者
22%
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第４節 航空救急機の担い手 

 

   ＮＳＷ州保健省での救急サービス部門には、合計2,933人の職員が従事しており、

このうち管理的部門を除く2,640人が救急業務を担当している。 

   航空救急機業務には、州政府職員の身分を持つ航空看護師（Flight Nurse）16 人、

航空医療・救助業務調整官（Aero Medical and Retrival Service Co-ordination 

Officer）10 人、外部委託先の職員としてパイロット 16 人及び航空整備士 10 人、合

計68人が従事している。 

   航空救急機には、通常航空看護師1名とパイロット1名が乗務しており、必要に応

じ医師が同乗する。 

 

 

航空救急機（B200スーパーキング･エア）内部 

ストレッチャー２台のほか酸素吸入装置が装備されており、医師などの同乗に備え３人分の座席も装備されている。 

 

1 航空看護師（Flight Nurse） 

航空看護師はＮＳＷ州保健省の職員であり、陸上の救急車救急隊員としての経験を

基に、助産婦の資格所有者の中から選抜されている。 

航空看護師はそれまでの非常時における、救命救急にかかる集中治療や心臓疾患集

中治療などの豊富な経験に加え、航空機内での様々な状況での医療行為やＮＳＷ救急

サービスにおける高度救命救急法の訓練をＩＣＵやＣＣＵ、救急機関で絶えず行って

いる。 

航空看護師は２年間にわたる航空医療部門での経験により臨床専門看護師

（Clinical Nurse Specialist）の資格を得ることができる。 
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航空看護師は、次の３つの役割を担っている。 

① 患者の状態に応じた初期処置方法の決定 

② 患者の看護方法についての受け入れ病院との協議 

③ 航空機乗務員としての義務の遂行 

 

２ 航空医療・救助業務調整官（Aero Medical and Retrival Service Co-ordination 

Officer） 

航空医療・救助業務調整官はＮＳＷ州保健省の職員で、病院や各機関との調整、フ

ライト計画の立案等を行う。 

すべての調整官は、地上での救急業務に係る調整業務について十分かつ高度な実績

を持ち、この経験を航空救急に係る固定翼機・ヘリコプターでの医療フライトに生か

している。 

 

         航空医療・救助業務調整官が執務するオペレーション･ルーム 

            （シドニー空港内基地） 

 

 

３ パイロット及び航空整備士 

パイロット及び航空整備士は、2003年 1月よりロイヤル・フライング・ドクター・

サービス（サウス・イースト・セクション）との契約により派遣され、豪州連邦民間

航空局（CASA）が監督を行う。 

 

（1）民間航空規則 

航空救急機の運行に関しては、搬送の対象が通常有償による旅客であるため、民

間航空規則（Civil Aviation Regulation）1988 第14部 206条の規定の下にある。 



 - 7 - 

 

（2）気象状態に関する規則 

    航空機の運行に関して、民間航空規則では運行可能な最低気象状態を規定してい

る。 

航空救急機の運行に関しても同規則第12部の規定の下にあり、有視界気象状態と

計器気象状態が適用され、有視界飛行方式と計器飛行方式に則った運行となる。 

    有視界飛行方式においては、飛行視程（Flight Visibility）と航空機から雲まで

の距離の最低条件がある。 

    計器飛行方式による飛行は、必ずしも計器気象状態での飛行とは限らないが、気

象状態が有視界飛行方式の基準に達していない時など、航空機に装備された計器と

航空管制機関からの指示によって行われる運行方法を定めている。 

   

（3）重量制限 

    パイロットは、航空機の運行にあたって、各航空機の飛行規程（Flight Manual）

が定める重量（機体重量、燃料搭載量に応じた重量、搭乗人数に応じた重量、搭載

器材重量）と機体バランスの条件を満たしていることを確認しなければならない。 

 

（4）優先的地位 

    航空救急機は、搬送患者の容体が緊急を要する場合には、航空管制機関に「Medical 

1」を宣言することで、優先的地位を確立でき、航空路や空港管制圏で最大限の配慮

を受けられる。 

    これは、シドニー国際空港など混雑する空港では、搬送時間の短縮に大きな役割

を果たす。  



 - 8 - 

第５節 使用航空機 

   

ＮＳＷ州の航空救急機は、4機のビーチクラフト社製B200スーパー・キングエアーを

使用している。 

  同機は、2発のターボプロップエンジンを搭載し、与圧キャビンを有する機体であり、

パイロット１人で運行することができる。パイロットのほか飛行看護師１人、着座でき

る患者２人、担架を使用する患者２人の計６人が搭乗できる。 

 

      航空救急機として使用されているビーチクラフト社製B200スーパー・キングエアー 

 

 

航空機の性能等に関しては次のとおりである。 

1 性能 

平均巡航速度 465km/h 

航続距離 3,444km 

最高高度 10,667m 

消費燃料 340 l/h 

 

2 寸法 

全長 13.36m 

全幅 16.61m 

全高 4.42m 

室内高 1.4m 
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３ 常時搭載医療器具・医薬品 

  航空救急機には、内科・産科・外科・小児科等に係る医療器具と30種類に及ぶ医薬品

を常時搭載している6。 

  なお、日本の高規格救急車や防災用ヘリコプターには、治療に係る医薬品は搭載され

ていない。 

  また、次章で述べるロイヤル・フライング・ドクター・サービスでは、同類の医療器

具､医薬品を使用しているが、その都度必要な医療器具・医薬品を搭載し対応している。 

 

 

第６節 航空救急機の利用料金 

 

  航空救急機の利用は、受益者負担の原則に基づき有料である。 

  これは救急車とも同料金で、利用料金は航空救急機も地上の救急車で移動したものと

して算出し、料金は次のとおりである。 

  基本料金（最初の16km）は154豪ドル、16kmを超える分は1kmあたり3.93豪ドル。

ただし最高額は3,613豪ドルである。 

  また、ヘリコプターの利用料金は、運行コストが割高であるため、料金も割高な設定

である。 

ヘリコプターの利用料金は、航空救急機と違い飛行時間で算出し、次のとおりである。 

  基本料金（最初の30分）は1,657豪ドル、その後6分毎に111豪ドルを加算する。 

 この料金は、その他治療費を含め利用者が民間の医療保険に加入していれば保険で補

償される。 

  一方、前述の利用者の優先順位第３位にあるように、命に別状のない患者であっても

病院間の搬送や退院時に依頼できるなど柔軟なサービスを行っている。 

  

                         
6 詳細は、資料１を参照のこと。 
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